
（参考資料1）

１　派遣労働者の労働災害による休業４日以上の死傷者数

派遣労働者

全労働者

注１：派遣労働者は、派遣元から提出された労働者死傷病報告を集計したもの。

注２：平成２３年の全労働者については、震災以外の災害の数値。以下同じ。

　（参考）派遣労働者数及び常用換算派遣労働者数の推移

 (万人)

派遣労働者数

常用換算派遣労働者数

資料出所：厚生労働省職業安定局需給調整事業課集計

２　派遣労働者の労働災害による死亡者数

① 全産業

派遣労働者
全労働者

　

② 業種別

製造業
建設業
陸上貨物運送事業
商業
上記以外の事業

計

３　派遣労働者の業種別労働災害による休業４日以上の死傷者数及びその割合

年　

　　業種　 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

製造業 2,965 64.8% 1,299 55.6% 1,412 56.1% 1,628 58.9% 1,749 60.6%
建設業 45 1.0% 24 1.0% 29 1.2% 34 1.2% 29 1.0%
陸上貨物運送事業 567 12.4% 311 13.3% 371 14.7% 399 14.4% 397 13.8%
商業 347 7.6% 214 9.2% 217 8.6% 217 7.9% 210 7.3%
上記以外の事業 650 14.2% 489 20.9% 489 19.4% 486 17.6% 499 17.3%

計 4,574 100% 2,337 100% 2,518 100% 2,764 100% 2,884 100%

注１：派遣先から提出された労働者死傷病報告を集計したもの。

注２：建設工事の施工管理業務は、建設業であっても労働者派遣の禁止対象とされていない。

注３：派遣労働者には、実態として派遣労働者と判断されたものを含む。

(確定）

(確定）

(確定）

注４：平成20、22年は、派遣元からの労働者死傷病報告を集計した死傷者数が減少する（上記１を参照）一方で、業種別に
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　　　られる。

　　　集計した死傷者数は増加しているが、これは、派遣先からの労働者死傷病報告の提出率が増加したことによると考え

注：派遣労働者の死亡者数は、死亡災害報告、災害調査等の結果により、被災労働者の属性が派遣労働者と判断された

　　ものを集計したもの。以下同じ。
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派遣労働者の労働災害発生状況
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